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禍
に
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け
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女
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雇
用
や
ジ
ェ
ン
ダ
ー
課
題
に
つ
い
て
、
関
係
団
体
な
ど

と
連
携
し
、
社
会
に
い
か
に
「
発
信
」
し
て
い
く
か

②
内
閣
府
に
設
置
さ
れ
た
「
コ
ロ
ナ
下
の
女
性
へ
の
影
響
と
課
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に
関
す
る
研
究
会
」
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働
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女
性
や
若
年
層
の
雇
用
等

◆
女
性
の
、
か
つ
非
正
規
雇
用
で
働
く
労
働
者
へ
の
影
響
が
大
き
い
。
飲
食
や
通
信
、
運

輸
、
不
動
産
、
小
売
り
と
い
っ
た
サ
ー
ビ
ス
産
業
を
支
え
る
労
働
者
が
低
賃
金
か
つ
劣
悪

な
雇
用
・
労
働
環
境
に
置
か
れ
て
い
る
。
清
掃
現
場
で
の
防
護
服
な
し
で
の
作
業
な
ど
、

ス
ト
レ
ス
要
因
が
感
染
リ
ス
ク
を
高
め
る
悪
循
環
に
。

◆
女
性
や
中
高
生
、
大
学
生
の
自
死
の
問
題
。
と
り
わ
け
高
卒
女
子
の
就
職
難
が
深
刻
。

◆
非
正
規
雇
用
の
女
性
の
場
合
、
す
ぐ
に
弁
護
士
に
ア
ク
セ
ス
で
き
な
い
問
題
も
。

連
合
「
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
雇
用
・
生
活
対
策
本
部
」

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
課
題
に
関
す
る
意
見
交
換
会

テ
レ
ワ
ー
ク
等

◆
急
速
に
普
及
し
た
テ
レ
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
、
政
府
も
世
の
中
も
推
奨
す
る
風
潮
に
お
い

て
、
⾧
時
間
労
働
の
問
題
を
含
め
て
労
働
時
間
管
理
が
二
の
次
に
。
生
活
コ
ア
タ
イ
ム
に

着
目
し
、
そ
こ
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
生
活
へ
の
侵
害
で
あ
る
と
い
う
観
点
が
重
要
。

◆
一
斉
休
校
や
男
性
の
在
宅
勤
務
に
よ
り
女
性
の
家
庭
内
に
お
け
る
無
償
労
働
の
負
担
が
増

加
。
そ
の
よ
う
な
想
像
力
が
働
か
な
い
人
た
ち
が
政
策
を
実
行
し
て
い
る
。

◆
テ
レ
ワ
ー
ク
を
実
施
し
て
い
る
の
は
、
言
わ
ば
恵
ま
れ
た
男
性
正
社
員
や
管
理
職
、
専
門

職
の
割
合
が
多
い
。
女
性
や
非
正
規
に
は
広
が
っ
て
い
な
い
。

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
誹
謗
中
傷
、
暴
力
等

◆
出
勤
に
よ
る
感
染
を
お
そ
れ
る
妊
産
婦
の
保
護
が
重
要
。
育
児
休
業
明
け
で
復
職
を
求
め

た
ら
解
雇
と
い
う
事
案
も
。
育
児
等
を
行
っ
て
い
る
労
働
者
が
排
除
さ
れ
る
傾
向
。
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連
合
「
男
性
の
育
児
等
家
庭
的
責
任
に
関
す
る
意
識
調
査
20
20
」

20
20
年
10
月
26
日
～
10
月
28
日
の
3日
間
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
リ
サ
ー
チ
に
よ
り
実
施
し
、
未
就
学
の
子
ど
も

が
い
る
全
国
の
20
歳
～
59
歳
の
働
く
人
1,
00
0名
（
男
性
50
0名
、
女
性
50
0名
）
の
有
効
サ
ン
プ
ル
を
集
計
。

＜
分
析
の
視
点
＞

休
園
時
に
子
ど
も
の
面
倒
を

見
て
い
た
の
は
、
女
性
の
場

合
は
「
自
分
」
、
男
性
の
場

合
は
「
配
偶
者
・
パ
ー
ト

ナ
ー
」
が
最
多
で
、
女
性
の

「
配
偶
者
・
パ
ー
ト
ナ
ー
」

は
わ
ず
か
。
コ
ロ
ナ
禍
で
女

性
へ
の
育
児
負
担
が
さ
ら
に

増
し
た
の
で
は
な
い
か
。
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連
合
「
テ
レ
ワ
ー
ク
に
関
す
る
調
査
20
20
」
①

20
20
年
6月
5日
～
6月
9日
の
5日
間
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
リ
サ
ー
チ
に
よ
り
実
施
し
、
今
年
4月
以
降
に
テ
レ

ワ
ー
ク
を
行
っ
た
全
国
の
18
歳
～
65
歳
の
男
女
（
会
社
員
・
公
務
員
・
団
体
職
員
・
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
）

1,
00
0名
の
有
効
サ
ン
プ
ル
を
集
計
。

＜
分
析
の
視
点
＞

同
じ
30
歳
～
39
歳
の
言
わ
ば

子
育
て
世
代
で
も
男
女
で
大
き

な
差
。
固
定
的
性
別
役
割
分
担

意
識
が
根
強
く
、
育
児
等
負
担

が
女
性
に
さ
ら
に
偏
る
中
で
、

必
要
性
に
迫
ら
れ
て
や
む
な
く

希
望
し
て
い
る
女
性
が
多
い
の

で
は
な
い
か
。
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連
合
「
テ
レ
ワ
ー
ク
に
関
す
る
調
査
20
20
」
②
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Q
15

_2
テ
レ
ワ
ー
ク
勤
務
の
際
、
通
常
の
勤
務
（
出
勤
し
て
の
勤
務
）

よ
り
も
⾧
時
間
労
働
に
な
る
こ
と

＜
分
析
の
視
点
＞

小
学
校
以
下
の
子
の
い
る
正

規
労
働
者
の
テ
レ
ワ
ー
ク

は
、
そ
う
で
な
い
正
規
労
働

者
よ
り
も
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の

際
に
問
題
あ
る
働
き
方
（
働

か
さ
れ
方
）
に
な
る
頻
度
が

高
く
、
し
か
も
、
こ
の
傾
向

は
深
夜
の
時
間
帯
に
仕
事
を

す
る
こ
と
の
頻
度
以
外
は
男

女
共
通
。
小
学
生
以
下
の
子

の
い
る
人
た
ち
に
特
に
重
く

の
し
か
か
る
、
テ
レ
ワ
ー
ク

に
伴
う
労
働
の
負
荷
の
高
ま

り
は
、
そ
の
よ
う
な
男
性
が

家
庭
に
お
い
て
家
事
・
育
児

等
を
分
担
す
る
こ
と
を
、
平

時
に
も
増
し
て
困
難
に
し
て

い
る
の
で
は
な
い
か
。



連
合
「
テ
レ
ワ
ー
ク
に
関
す
る
調
査
20
20
」
③

＜
分
析
の
視
点
＞

高
校
生
ま
で
の
子
と
同
居
し
て
い
る
人
た
ち
が
感
じ
て
い
る
「
子
ど
も
が
家
に
い
る
と
き
の
テ
レ
ワ
ー

ク
に
難
し
さ
を
感
じ
る
程
度
に
は
雇
用
形
態
や
性
別
に
よ
る
有
意
差
は
な
い
。
し
か
し
、
難
し
さ
を
感

じ
る
理
由
と
し
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
ペ
ー
ス
を
乱
さ
ず
に
子
ど
も
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
こ
と
が
と
り

わ
け
困
難
と
思
わ
れ
る
「
子
ど
も
の
昼
食
の
準
備
を
し
な
い
と
い
け
な
い
か
ら
」
、
「
子
ど
も
が
頻
繁

に
話
し
か
け
て
く
る
か
ら
」
と
い
っ
た
要
因
を
挙
げ
る
の
は
、
正
規
雇
用
者
ど
う
し
で
比
較
し
て
も
、

男
性
に
比
べ
て
女
性
の
方
が
有
意
に
多
く
な
っ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
手
の
か
か
る
時
期
の
子
ど
も
を
持
ち
な
が
ら
テ
レ
ワ
ー
ク
を
す
る
女
性
労
働
者
は
、

自
身
の
テ
レ
ワ
ー
ク
に
伴
う
労
働
の
負
荷
の
高
ま
り
に
加
え
、
テ
レ
ワ
ー
ク
を
す
る
パ
ー
ト
ナ
ー
が
い

る
場
合
に
は
、
そ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
の
労
働
の
負
荷
も
高
ま
っ
て
い
る
た
め
、
男
性
の
家
事
・
育
児
等
の

一
層
の
参
入
が
難
し
く
な
り
、
通
常
時
よ
り
も
量
的
に
増
大
し
た
家
事
・
育
児
を
、
通
常
時
よ
り
も
一

層
女
性
に
偏
っ
た
か
た
ち
で
担
当
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
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「コロナ禍におけるジェンダー平等課題に関する意見交換会」提言（2021.2.24） 

テレワーク関連抜粋 

 

 

Ⅱ．ジェンダー視点でテレワークの課題を明らかにし、必要な対策を 

１．実施状況の属性にもとづく調査・分析と、政府目標「7割」の検証を 

・ 女性の場合は非正規雇用で、かつ対面サービスを要する業種等に就いているケ

ースが多く、テレワークの機会に男女で顕著な格差があることは明らかです。 

・ 私たちの調査を用いた分析でも、男女で約 10 ポイントの差があり、その主な

要因は順に雇用形態、企業の業種、従業員規模となっています。「7割」は、女

性に多い非正規雇用や中小企業といった、言わば周辺化された労働者に依存す

る日本の現実を無視しています。本気で「7 割」実現をめざすなら、非正規雇

用の正規雇用化についても、国は指導力を発揮すべきです。 

◇ 国は、「テレワーク 7割」を掲げていますが、性別・雇用形態別・業種別・職

種別・従業員規模別に実施状況を調査・分析し、実態に合っているのか検証

すべきです。そのうえで、テレワークにおける雇用形態等による不合理な機

会の格差とそれによる待遇の差別を防ぐとともに、実施できない場合の感染

リスク対策のため、当該業種等の労働者と事業主への支援策を重点的に講ず

るべきです。 

◇ また、採用段階から非正規雇用を増やしてきたこれまでの労働政策を見直す

とともに、正規雇用化の実現へ向けて、国は指導力を発揮すべきです。 

 

２．労働者の負担軽減のため、事業主の責任の明確化や保育サービス等の充実を 

・ テレワークの場合、本来は事業主が用意すべき労働の場を提供させられている

ことになり、仕事が家庭に入り込むことで、労働者のみならず、配偶者や子ど

もの生活空間も脅かされています。 

・ 2020 年 6 月にはハラスメント対策を強化する改正労働施策総合推進法等が施

行されましたが、当時はあまり想定されていなかった Web を通じたハラスメン

トなど、対人リスクやコミュニケーション上の問題も発生しています。 

・ また、就職活動中の学生からは、今後、自宅等でのテレワークの実施環境の整

備を自己負担できることが採用選考の基準とされるのではないかという不安

の声も聴かれます。 

◇ テレワークに伴い、本来は事業主が対策を講ずるべき課題を労働者個人に負

わせることがないよう、責任の明確化をはかるべきです。 

 

・ また、私たちの調査を用いた分析では、子どもがいてテレワークする女性は、

自身の労働の負荷の高まりに加え、テレワークするパートナーの労働の負荷も

高まっているため、男性の家事・育児等への参入がより難しくなり、通常時よ

りも増大した家事・育児等をより偏った形で担っている実態も明らかとなって

います。固定的性別役割分担をそのままにしてきたことが、コロナ禍での女性

の負担をさらに重たいものにしています。 
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・ なお、厚生労働省は「保育所等における新型コロナウイルスへの対応にかかる

Q＆Aについて」で、テレワークする労働者は「仕事を休んで家にいることが可

能な保護者」に必ずしも該当しない（利用を控えるようお願いする対象ではな

い）としていますが、最終的には市町村の判断に委ねられています。 

◇ 女性のキャリアが悪影響を受けたり、無償・有償労働の負担が過剰になった

りしないよう、テレワーク下においても保育所はもちろん、子育て支援事業

やサービスをきちんと利用できるように十分な供給を確保するとともに、男

性の育児・家事等への参入や長時間労働防止を促進すべきです。 

 

３．ガイドラインの改正にあたっては、ジェンダーの視点や、生活時間・生活時間

帯の確保および徹底した長時間労働の防止等を盛り込んだ議論を 

・ 厚生労働省は「これからのテレワークでの働き方に関する検討会報告書」を

2020 年 12 月 25 日に公表しましたが、労務管理上の課題や労働時間管理のあ

り方等がその内容とされています。 

・ 今後、同報告書を踏まえ、いわゆるテレワークガイドラインの改正が予定され

ています。 

◇ 今後のいわゆるテレワークガイドラインの改正にあたっては、ジェンダーの

視点や、生活時間・生活時間帯の確保および徹底した長時間労働の防止、ま

た、家族、家庭生活への影響を盛り込んだ議論が行われるべきです。 

 

以 上 
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